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策
の
基
本
情
報

・「止まってくれない栃木県」と言われるなど、県民の自動車運転のモラルが問題となっている。
・平成30年５月に新潟市での女児誘拐殺害事件、同年6月には大阪北部地震による女児死亡事
故、令和３年６月八街市の児童5人死傷事故など、通学路の更なる安全対策が急務となった。
・安全安心なまちづくりに向け、県警察からの要請により、公共空間における街頭防犯カメラの設
置を推進している。
・令和４年４月から成年年齢が引き下げられ、若年層における消費者被害の拡大が懸念される。
・平成28年12月「再犯防止等の推進に関する法律」が施行され、再犯防止推進計画の作成が努力
義務となった。再犯を防止するためには、地域での見守りや就労支援、住居の確保など福祉的な
要素が重要であることから、「第４期佐野市地域福祉計画・第４次佐野市地域福祉活動計画（令和
６年度～令和10年度）」の中に「佐野市再犯防止計画」を位置づけて策定した（令和６年３月公
表）。
・令和4年4月「栃木県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」が施行され、自転車利用
者の自賠責保険加入の義務化、及びヘルメット着用が努力義務となった。
・令和５年４月「道路交通法」が改正され、自転車運転者のヘルメット着用が努力義務となった。

・交通安全意識を高めるとともに、交通
規則を遵守する。 
・自身や家族の安全は、自分で守るとい
う意識を持つ。 
・消費者として正しい知識を身に付け、ト
ラブルに巻き込まれない自立した消費者
となる。

・安全運転管理者等を通じて、従業員
等に対する交通安全の教育や研修を
実施する。 
・犯罪抑止のための従業員教育を進
める。 
・適切な商品表示など、製造・販売者と
しての責任を果たす。

・警察や関係機関・団体と連携して、交通安
全の徹底、犯罪及び消費者被害を防止する
とともに、効果的な啓発活動を行う。 
・交通安全、防犯、消費生活に関する情報の
収集と提供を行う。 
・犯罪を抑制するため防犯灯の設置を支援
するほか、防犯カメラの設置、特殊詐欺撃退
器の普及を行う。

・「第４期佐野市地域福祉計画・第４次佐野市地域福祉活動計画（令和６年度～令和10年度）」の中に「佐野市再
犯防止計画」を位置づけて策定した（令和６年３月公表）。
・交通事故が増加傾向であり、引き続きの交通事故防止への取組が必要である。
・交通指導員に欠員が生じた際に、不在期間が続かないようにこれまでの推薦方式に加えて公募方式の導入を
検討し、最適な募集方法を構築する必要がある。
・道路交通法による自転車保険加入の義務化や、運転免許証自主返納事業等の積極的な周知活動を展開し、
交通安全意識の高揚が必要である。
・市民参加の交通安全教室や消費生活出前講座の開催回数は、コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、回復
傾向にある。
・市民生活の安全を図るため、カーブミラーや防犯灯は着実に増設できているが、老朽化しているものもある。
・防犯意識の高揚と防犯体制の整備については、講話や広報等による啓発や特殊詐欺撃退機の貸出し、少年補
導員による街頭補導等を行ったが、犯罪の抑止のため引き続き充実させていく必要がある。
・「ながら見守り活動」の周知や「ながら見守り協力隊」の人数は、目標を大きく上回ることができたが、数が多い
ほど効果が期待できるので、引き続き推進する。
・当施策は市民生活の安全性確保のための大きな取組みの一つであり、その推進のためには警察や関係団体
等との連携は欠かせないものである。引き続き連携を図っていく。
・令和５年度の決算額は210,953,059円となり、令和４年度決算額171,295,373円と比較して約3,970万円の増と
なった。主な要因は、道路ＬＥＤ照明整備事業の皆増及び交通安全施設等維持管理事業費の増額等によるもの
である。

【令和６年度で解決する課題】
・交通指導員の募集方法の構築
・市道１級５号線の工事の完成
・市道本町枯木線の工事の完成

【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①通学路安全対策及び信号機の設置
②通学路の安全確保及び防犯対策の取組の強化
③老朽化したカーブミラーの修繕及び更新
④幹線市道における歩行者等の安全確保
⑤街路灯の支柱等のLED灯具以外の部材の補修・更新
⑥見守り活動の強化と防犯意識の高揚
⑦少年補導員の資質向上支援
⑧消費者トラブル防止の更なる周知・啓発活動

【令和７年度重点課題】
⑨交通事故防止の啓発活動の強化

①道路安全対策について、順次対応する。信号機の設置については継続して
警察署を通じて栃木県公安委員会へ要望していく。
②通学路の合同点検箇所の改善率を向上させるため、通学路安全対策連絡協
議会により、関係機関・団体の連携を強化して安全対策を講じる。
③町会等からのカーブミラーの設置等についての要望を踏まえ、緊急性の高い
危険な箇所を考慮して実施する。
④計画的に幹線市道の歩道整備を進めていく。
⑤街路灯の灯具以外の長寿命化を進めていく。
⑥見守り活動の必要性の浸透を図り、防犯意識のさらなる高揚に向け、継続し
て広報活動等を行う。
⑦青少年非行防止のため街頭補導・指導員研修を継続して実施する。
⑧消費生活センターの周知及び学校や地域において出前講座を実施し、正しい
消費知識・情報の周知啓発活動を推進することにより、消費者トラブルを防止す
る。
⑨こどもから高齢者まで、各年代にあった体験型の交通安全教室や啓発活動
を実施し、安全意識の高揚及びヘルメット着用などの啓発を推進する。

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の方向性

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等

市民 行政

施策の成果向上に向けての役割分担

事業所

④

①
防犯対策を行って
いる市民の割合

％ ①
消費生活出前講
座参加人数

人

道路・交通
安全施設
の整備

①市道 ①交通事故を未然
に防ぐ道路環境を
整備する。

正しい消費
生活の啓
発と情報
提供の充
実

①市民（主
に20歳未
満の成年、
高齢者）

①消費に関する正
しい知識を習得し、
トラブルを回避す
る。

④

施策関係課

②
幹線市道の歩道
整備率

％

③ ③

交通安全
意識の高
揚

①市民（主
に子ども、
高齢者、自
動車運転
免許所有
者）

①交通安全教室等
をとおし意識の高
揚を図り、交通事
故の当事者となら
ないようにする。

②
児童・生徒の自転
車事故発生件数

件

①
高齢者の交通事故発
生件数（暦年） 件

R4 R5 R6 R7

④

施策の目的
「対　象」

①市民

① 交通事故発生件数（暦年） 件

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位

② 刑法犯認知件数（暦年） 件

③
消費生活被害件数（単年度）

件
成果指標の
取得方法

④
実績

実績 559 741

目標 480 455 430

防犯意識
の高揚と
防犯体制
の整備・充
実

①市内全
域 
②市民 
③防犯活
動団体及
び支援者 

①犯罪が発生しに
くい環境を整備す
る。 
②犯罪を回避する
対策をとる。 
③犯罪の抑止に取
り組む。

②
ながら見守り協力
隊員数（累計）

人

施
策

実績

③

④
実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

・通学路などの危険箇所点検に基づく歩道整備やカーブミラーの設置・更新、街路灯のＬＥＤ化な
ど、交通安全施設の充実を図る。
・防犯意識のさらなる高揚に向け、「ながら見守り協力隊」や自主防犯組織の活動支援を通して
見守り活動の普及促進に努める。
・交通事故防止に向け、佐野警察署や関係団体などと引き続き連携した活動を展開する。
・シミュレーター機能を活用した交通安全教室や講習などを子どもから高齢者までの各ライフス
テージに応じて実施し、交通安全啓発を推進する。
・今後の防犯灯のあり方について検討を進めるとともに、郊外等への防犯カメラ設置など計画的
に取り組み、防犯設備の充実を図る。
・消費者団体との連携やＰＲ活動、出前講座などを充実させ、正しい消費生活の啓発を図りなが
ら消費者トラブルの防止に努める。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・市道１級３号線の予備設計及び市道３０６８号線の詳細設計を完了させたが、市道１級５号線の用地買収が年度末となったため工事を実施できなかっ
た。（市道通学路整備事業）
・カーブミラーの設置を11基、更新を24基、街路灯589基のLED化を実施して、交通安全施設の充実を図った。（道路ＬＥＤ照明整備事業他）
・「通学路安全対策プログラム」に基づき、計画的に通学路の安全対策を実施した。（通学路安全対策事業）
・防犯講話や各種会合において、「ながら見守り協力隊」の入隊促進を行い、隊員登録の増加に繋げた。また、市防犯協会より自主防犯組織へ防犯ベス
ト等の支援を行うことで、活動活性化に寄与し、見守り活動の必要性の周知に努めた。（防犯対策・意識啓発事業）
・佐野警察署や関係団体などと連携し、春、秋、年末の交通安全運動期間を中心に、交通安全啓発活動を実施した。（交通安全意識啓発事業）
・小学生には自転車の乗り方教室、高齢者では運動の俊敏性を測定するクイックステップを活用し、受講者参加型の講座を実施した。また高齢者向けに
は、警察と連携しシミュレーターを活用した講座も実施できた。（交通安全教育事業）
・市防犯協会の方針として、現リース契約満了後の防犯灯については、新たなリース契約を締結することで了承を得た。また、郊外への防犯カメラ設置に
ついては、佐野警察署との協議により、15か所に新設した。（防犯灯設置支援事業他）
・消費者団体と連携し出前講座や街頭啓発活動を実施した。また消費者団体への情報提供のほか、広報誌等へ定期的に注意喚起を掲載し、消費者トラ
ブルの防止に努めた。（消費生活啓発推進事業）

【施策・基本事業の成果指標達成状況】
・交通事故発生件数は、増加となり目標未達成となった。新型コロナウイルス感染症が５類へ移行となり外出機会が増えたことが要因と考える。（交通安
全意識啓発事業他）
・刑法犯認知件数は増加となり、目標は未達成となった。窃盗被害が昨年度も増加していたが、さらに増加したことが要因と考える。（防犯対策・意識啓発
事業）
・消費生活被害件数は、目標は達成できなかったが、例年700件前後と同程度である。通信販売に関する相談が最も多いが、訪問購入、訪問販売に関す
る相談が増加した。新型コロナウイルス感染症が５類へ移行し、事業者の訪問活動が活発化したことが要因と考える。（消費生活センター運営事業他）
・高齢者の交通事故発生件数は、目標は未達成となった。新型コロナウイルス感染症が５類へ移行となり外出機会が増えたことが要因と考える。（交通安
全意識啓発事業）
・「児童・生徒の自転車事故発生件数」は、校長会議や各種研修会で校長等に交通安全指導を依頼し、交通安全に関する通知及び資料を送付し、児童生
徒の安全意識の高揚に努めたが、目標は未達成だった。（交通安全教育事業）
・通学路の交通安全対策について、令和5年度までの対策要望箇所数405箇所に対し、対策済箇所数307箇所で、改善率は75.8％となったが、目標には
達しなかった。令和５年度新規要望箇所に対策困難な箇所が複数あり、年度中に対策ができなかったことが要因となっている。（通学路安全対策事業）
・幹線市道の歩道整備率は、市道１級１号線の第２工区の工事が、不測の遅延によって令和６年度に繰越しとなり、また市道佐野５７号線の工事について
は、電柱移転に日数を要したことにより令和６年度に繰越しとなった。このため、整備延長の実績が０ｍとなった。（市道通学路整備事業）
・防犯対策を行っている市民の割合は、上昇したものの目標は未達成であったが、ながら見守り隊員数は各種広報活動による周知に努め、目標を大幅に
上回った。（防犯対策・意識啓発事業）
・消費生活出前講座参加人は、コロナ禍により激減した老人クラブや町会での出前講座の開催回数が回復していないため、目標値を達成できなかった
が、昨年度と同程度の回数、参加者数であった。（消費生活啓発推進事業）
・消費生活相談により解決に至った割合は、相手方事業者と連絡がとれなくなり斡旋不調となってしまった相談があり、目標値を達成できなかった。（消費
生活センター運営事業）

成果
指標

目標 目標

実績 実績
③

目標 目標

実績 442 800 実績 100.0 99.0
相談により解決に
至った割合

％②
目標 30 40 50 60 目標 100.0 100.0 100.0 100.0

実績 93.0 93.5 実績 695 705

目標 93.0 95.0 97.0 98.0 目標 1800 1820 1840 1860

実績 実績

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 21 19 実績 26.8 26.8

目標 12 10 8 6 目標 26.8 26.9 26.9 27.1

①
通学路の危険箇所
の改善率(累計)

％
実績 102 105 実績 75.6 75.8

R6 R7

目標 100 95 90 85 目標 80.0 80.0 80.0 80.0

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5

①交通事故、犯罪、消費者トラブルの当事者と
ならないようにする。 実績 249 264

目標 市民生活課資料

目標 690 650 610 570 佐野警察署資料

実績 645 713 佐野警察署資料

目標 230 220 210 200

政策体系
施策主管課長

危機管理課、社会福祉課、いきいき高齢課、道路河川課、建築住宅課、教育総務課、学校教育課、少年指導センター

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①交通事故発生件数の減少が、交通安全対策
各種事業の効果と判断できる。
②刑法犯認知件数の減少が、防犯対策各種事
業の効果と判断できる。
③消費者トラブル被害件数の減少が、消費者対
策各種事業の効果と判断できる。

施策の目的
「意　図」

市人口 人 115,700 114,695

市民生活課

水上　聡

405

基本目標名 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり
政　策　名 1 安全で安心して暮らせるまちづくり
施　策　名 2 交通安全・防犯・消費者対策の推進

令和６年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日


